
主要事業評価シート（第１次実施計画／Ｈ２９・３０・Ｒ１年度）

H ～ R

事業費

総人件費

項 08:教育研究費

戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ - 目 01:教育研究費

施 策 の 大 綱 04:子育てと子どもの成長を支える環境の充実 財
務
科
目

会計 01:一般会計

基 本 施 策 01:子どもたちの豊かな学びと成長 款 10:教育費

施 策 の 方 向

②
目
的
・
概
要

対象 小・中学校の児童生徒

目
的

ＡＬＴ（外国語指導助手）活用による英語指導を小学校から行うことで、国際社会におけるコミュニケーション・ツールと
なっている英語を、児童が自身の意思伝達のために使う機会を増やす。中学校の英語指導においては、生徒が「聞
く・話す・読む・書く」の4技能を系統的かつ実践的に身につけるための指導の更なる充実を図る。

概
要

ネイティブな英語に触れることにより児童生徒の国際感覚を養うとともに、英語活動や英語学習の充実を図るため、Ｊ
ＥＴプログラム（語学指導等を行う外国青年招致事業）や派遣委託によるＡＬＴを小中学校に配置する。

事業予定期間 19 - 年度 主な根拠法令要綱等

①
基
本
事
項

計画コード 事業名 部名 教育委員会事務局

17073 外国語指導助手配置事業 課名 学校教育課 教育支援Ｇ

施
策
体
系

03:子どもたちの育ちのための学びの展開

○ＪＥＴプログラムによるＡＬＴ派遣（3名）
○ＡＬＴ派遣委託契約による派遣（2名）
　
※英語活動の実施日数（小学校）
　　3年生・4年生　　　　年間35日
　　5年生・6年生　　　　年間70日

事
業
費

計
画
額

事業費 25,600千円 26,200千円 26,900千円
国庫支出金

年
度
実
績

○ＪＥＴプログラムによるＡＬＴ派遣（3名）
○ＡＬＴ派遣委託契約による派遣（2名）
※英語活動の実施日数（小学校）
 　5年生・6年生　　　　年間35日
※なお、3学期は、カリキュラム・マネジメン
ト調査研究事業実践校4校において、上記
35回に加えて、さらに3年生・4年生が11
回、5・6年生が11回の英語活動を実施し
た。

地方債

その他 1,060千円 1,060千円 1,060千円

県支出金

一般財源 24,540千円 25,140千円 25,840千円

予
算
額

事業費 23,728千円 25,909千円
国庫支出金

地方債
その他 1,065千円 1,065千円

県支出金

一般財源 22,663千円 24,844千円 0千円

決
算
額

① 23,238千円 23,375千円
国庫支出金

地方債
その他 1,065千円

県支出金

所要人員 1.00 1.00

一般財源 23,238千円 22,310千円 0千円
② 7,679千円 7,783千円

一般職員

臨時職員等 0千円 0千円
総コスト（①＋②） 30,917千円 31,158千円

7,679千円 7,783千円人
件
費

受益者負担率 0.0% 0.0%

③
　
事
業
の
計
画
・
実
績

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

年
度
計
画

○ＪＥＴプログラムによるＡＬＴ派遣（３名）
○ＡＬＴ派遣委託契約による派遣（２名）
　

※英語活動の実施日数（小学校）
　 ５年生・６年生　　　　年間35日

○ＪＥＴプログラムによるＡＬＴ派遣（３名）
○ＡＬＴ派遣委託契約による派遣（２名）

※英語活動の実施日数（小学校）
　 ５年生・６年生　　　　年間35日

○ＪＥＴプログラムによるＡＬＴ派遣（３名）
○ＡＬＴ派遣委託契約による派遣（２名）

※英語科の実施日数（小学校）
　 ５年生・６年生　　　　年間35日



　

（参考：前期基本計画期間（H29-R3）における評価履歴）

【１次評価者】

【最終評価者】

R3

判
定

活動 B A

成果 B B

④
指
標

平成29年度 平成30年度 令和元年度

①
90

ＡＬＴによる英語活動・英語か授業に対する、管理職及び英語
担当教員の肯定評価の割合

実績値 91 98
単位 ％ ％

名称 学校での英語評価活動
成
果

計画値 90 90

％

②

名称 子どもの満足度
成
果

計画値 70 75 80
ＡＬＴによる英語活動・英語科に対する、児童生徒の肯定評価
の割合

実績値 94 74
単位 ％ ％ ％

③

Ｂ
新規ＡＬＴ2名においては、日本での生活や学校での勤務にも慣れ、各小中学校で心身ともに体調を崩すこと
もなく勤務できている。また、各校においては、ネイティブスピーカーであるＡＬＴを適切に活用し、英語でのや
り取りを十分に取り入れた授業を行うことができた。
英語キャンプにＡＬＴが参加し、子どもたちが英語を実用してコミュニケーションをとる機会を創出ことができ
た。また、研究会では、担任と共に授業を行い、英語活動や英語学習の充実を図ることができた。
市内小学校6年生の91％が英語が話せるようになりたいという思いを持つことができた。

まずまず成果を得た

（判定）

Ａ
計画どおり実施できた

実績値
単位

名称 計画値

⑥
事
業
の
評
価

評価

活
動

【計画どおりに実施できたか】
ＪＥＴプログラムによるＡＬＴ派遣（3名）、ＡＬＴ派遣委託契約による派遣（2名）ができた。（市内の全小中学校に
規模に応じて週1回から4回派遣）
ＪＥＴプログラムによる新規ＡＬＴ2名を受け入れ、生活面でのフォローや早期に学校での勤務ができるようサ
ポートを行った。
授業以外に研究会や英語キャンプ等、ＡＬＴの積極的な参加を促した。

成
果

【成果は順調に上がったか】

⑤
事
業
の
改
善

前
回
評
価

【前回評価の対応方針の概要を記入】
英語科・英語活動の授業時間数増に向けて、ＡＬＴの増員も含めた配置方法について検討する。
日本での生活経験の有無や日本語能力やコミュニケーション力の高さ等に留意するとともに、心身共に健康な人材の確保に向け
て、引き続きＪＥＴプログラムに強く働きかける。

改
善
行
動

【前回評価の対応方針を踏まえ、どのような措置を講じたか】
各校小学校3年生、4年生（35時間）、小学校5年生、6年生（70時間）全てのクラスにＡＬＴが配置できるよう検討し、配置した。
日本語能力が高く、コミュニケーション力の高いＡＬＴを配置できるようＪＥＴプログラムに働きかけるとともに、来日したＡＬＴが日本で
の生活に慣れ、ＡＬＴとして早期に勤務できるようサポートを行った。

ＡＬＴの生活面でのサポートを行うとともに、指導技術面でも研修会等を行いサポートし
ていく。
打ち合わせがスムーズに行えるよう英語専科の配置を考慮し、ＡＬＴを配置する。
日本での生活経験の有無や日本語能力やコミュニケーション力の高さ等に留意し、心
身共に健康な人材の確保に向けて、引き続きＪＥＴプログラムに働きかける。

【その他の場合、その内容を記載】

効
果

【対応することで、どのような効果が期待できるか】
全小学校3～6年の英語科・英語活動においてＡＬＴのネイティブな英語に触れることが
でき、ALTを活用した質の高い授業が継続できる。

対応時期 令和元年度

⑦
今
後
の
対
応
方
針

課
題

【課題は何か】

今
後
の
方
向
性

令和2年度から実施される新学習指導要領に対応するため、英語科、英語活動の充実
を図るとともに、ＡＬＴの指導技術力の向上を図る必要がある。
担任とＡＬＴの打ち合わせの時間の確保が難しい。
心身ともに健康なＡＬＴを配置する必要がある。
子どもの満足度（ＡＬＴによる英語活動・英語科に対する、児童生徒の肯定評価の割合）
に関して、アンケート調査の方法を変更したため割合が減少した。

対
応

【課題に対し、どのように対応するか】

H29 H30 R1 R2

　教育委員会事務局　学校教育課長　西口 昌毅

　教育委員会事務局　学校教育課　教育支援グループリーダー　平野 朋希

拡大

現状維持

縮小

廃止

その他


